
○信用保証委託契約書新旧対照表

新 旧

第１条～第２条 （略 ） 第１条～第２条 （略 ）

（反社会的勢力の排除） （反社会的勢力の排除）

第３条 委託者または保証人は、現在、暴力団、暴力団員、 第 ３条 委託者または保証人は 、現在 、次の各号のいずれ

暴力団員でな くなった時から ５年を経過しない者、暴力団 にも該当しない こ と を表明し 、かつ将来にわたって も該当

準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼ しないことを確約いたします。

うゴ ロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる

者 （ 以下 これ ら を 「 暴力団員等 」 といいます 。 ） に該当しな

い こ と 、お よび次の各号のいずれにも該当 しない こ と を表

明し 、 かつ将来にわたって も該当しない こ と を確約いたし

ます。

(1 )暴 力団員等が経営を支配している と認め られ る関係を (1)暴力団

有すること (2)暴力団員

(2 )暴力団員等が経営に実質的に関与している と認められ (3)暴力団準構成員

る関係を有すること (4)暴力団関係企業

(3 )自 己 、自社 も し く は第三者の不正の利益を図 る目的ま (5 )総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力

たは第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当 集団等

に暴力団員等を利用していると認められる関係を有する (6)その他前各号に準ずる者

こと

(4 )暴力団員等に対して資金等を提供し 、 ま たは便宜を供

与するなどの関与をしている と認められる関係を有する

こと

(5)役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員

等と社会的に非難されるべき関係を有すること

２ ．委託者または保証人は、自らまたは第三者を利用して次 ２ ．委託者または保証人は 、自らまたは第三者を利用して次

の各号の一つにで も該当する行為を行わない こ と を確約 の各号に該当する行為を行わないことを確約いたします。

いたします。



(1 )暴力的な要求行為 (1)暴力的な要求行為

(2)法的な責任を超えた不当な要求行為 (2)法的な責任を超えた不当な要求行為

(3)取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる (3)取引に関して 、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる

行為 行為

(4 )風説を流布し 、偽計を用いまたは威力を用いて貴協会 (4 )風説を流布し 、偽計を用いまたは威力を用いて貴協会

の信用を毀損し、または貴協会の業務を妨害する行為 の信用を毀損し、または貴協会の業務を妨害する行為

(5)その他前各号に準ずる行為 (5)その他前各号に準ずる行為

第４条 （略 ） 第４条 （略 ）

（求償権の事前行使） （求償権の事前行使）

第 ５条 委託者または保証人について 、次の各号の事由が 第 ５条 委託者または保証人について 、次の各号の事由が

一つでも生じた と きは 、貴協会は第 6条の代位弁済前に委 一つでも生じた と きは 、貴協会は第 6条の代位弁済前に委

託者および保証人に対し求償権を行使するこ とができるも 託者および保証人に対し求償権を行使することができるも

のとします。 のとします。

(1 )仮 差押 、強制執行 も し く は担保権の実行 と し ての競売 (1 )仮 差押 、強制執行 も し く は担保権の実行 と し ての競売

の申立を受けた と き 、仮登記担保権の実行通知が到達 の申立を受けた と き 、仮登記担保権の実行通知が到達

した と き 、破産手続開始 、民事再生手続開始もし くは会 した と き 、破産手続開始、民事再生手続開始もし くは会

社更生手続開始の申立があったとき、または清算に入っ 社更生手続開始の申立があったとき、または清算に入っ

たとき。 たとき。

(2)公租公課につき差押または保全差押を受けたとき。 (2)公租公課につき差押または保全差押を受けたとき。

(3)手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 (3)手形交換所の取引停止処分を受けたとき。

(4)担保物件が滅失したとき。 (4)担保物件が滅失したとき。

(5)借入金債務の一部でも履行を遅滞したとき。 (5)借入金債務の一部でも履行を遅滞したとき。

(6)住所変更の届出を怠るなど委託者または保証人の責め (6 )住所変更の届出を怠るなど委託者または保証人の責め

に帰すべ き事由によって 、貴協会に委託者または保証 に帰すべき事由によ って 、貴協会に委託者または保証

人の所在が不明となったとき。 人の所在が不明となったとき。

(7)暴力団員等もし くは第 3条第 1項各号のいずれかに該当 (7)第 3条第 1項各号のいずれかに該当し、もし くは同条第2

し 、 も し く は同条第 2項各号のいずれかに該当する行為 項各号のいずれかに該当する行為をし、または同条第１

を し 、 ま たは同条第 １項の規定に も と づ く 表明 ・ 確約に 項の規定にも とづ く表明 ・確約に関して虚偽の申告をし

関して虚偽の申告をしたことが判明したとき。 たことが判明したとき。

(8 )第 9条第 2項に基づいて委託者または保証人が貴協会 (8 )第 9条第 2項に基づいて委託者または保証人が貴協会

に提出す る財務状況や事業内容を示す書類に重大な に提出す る財務状況や事業内容を示す書類に重大な



虚偽の内容があった場合等、本契約に違反したとき。 虚偽の内容があった場合等、本契約に違反したとき。

(9)前各号のほか求償権の保全を必要とする相当の事由が (9)前各号のほか求償権の保全を必要とする相当の事由が

生じたとき。 生じたとき 。

２ ．貴協会が前項により求償権を行使する場合には、民法第 ２ ．貴協会が前項によ り求償権を行使する場合には、民法第

461条に基づく抗弁権を主張しません。借入金債務または 461条に基づく抗弁権を主張しません。借入金債務または

第 7条の償還債務について担保がある場合にも同様としま 第 7条の償還債務について担保がある場合にも同様としま

す。 す。

第６条～第17条 （略 ） 第６条～第17条 （略 ）


